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　　　7．まとめ
1．はじめに
　移転価格税制における独立企業間価格幅（り（Arm’s　Length　Range）は，．1980年後半以降
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の移転価格税制の改訂作業の中からアメリカにおいて生まれた，比較的新しい概念である。
OECD移転価格ガイドラインにおいては，その用語集（Glossa．ry）の中に独立企業間価格幅
　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
が定義されている。七それによれば，独立企業間価格幅とは，「関連者間取引の条件
（conditions）が独立企業間のものかどうかを確証するために受け入れ可能な数値の幅を
いい，それらの数値は，複数の比較対象のデータに同一の移転価格の算定方法を適用して
得られるか，または異なる移転価格の算定方法を適用して得られる。」ものである。
　独立企業間価格は「価格」であるから，一つの数値を示すものと考えることもできるが，
後述するように，移転価格をめぐる最近の議論においては，「幅」をもって独立企業間価格
を考えることが一般的になりっっある②。　　　　　　　　　　　　・
　ところで，2004年4月14日，松山地方裁判所は，船舶建造請負取引への移転価格税制
の適用を認める判決（3）（以下，「本件」という。）を下した。本件においては，いくっかの
争点があったが，独立企業間価格幅が最大の争点であった。
　後述するように，納税者の法的安定性と予測可能性を確保する観点から，独立企業間価
格幅がどのようなものであるべきかを議論することは，非常に重要な論点である。そこで，
本稿においては本件判決を契機として，独立企業間価格幅の概念について論ずることとす
るω。
　なお，実務においては，移転価格税制の執行・適用において，税務当局と納税者との関
係を見る場合，大きく二つに分けることができる。一つは税務当局による移転価格税制の
執行の形態である移転価格調査であり，もう一つは納税者が自発的に将来の独立企業間価
格を算定するために税務当局に申請書を出す事前確認である。独立企業間価格幅にっいて
の議論は，後者の場合にはそれをする実益がない。すなわち，後者の事前確認の場合には，
納税者が自己の国外関連取引に関して最もふさわしいと考えられる移転価格算定方法を適
用するが，その場合，目標となる独立企業間価格は基本的には「幅」をもって算定される。
これは，事前確認が将来の取引に係る独立企業間価格を算定しようとするものであること
から，単一のポイントを予想する，ということは合理的でないことを意味する。仮に，目
標とする独立企業間価格を単一のポイントとすべき，ということになると，結果がそのポ
イントと同じになることはあまりないであろう。そうなると，増額・減額いずれかの調整
を伴うことになる。移転価格税制の性格上，一方の国で増額される場合には他方の国で減
額となり，逆に一方の国で減額する場合には他方の国で増額となる。このように二っの国
の税務当局を巻き込んだ処理を頻繁に行うことは非効率的である。このようなことから，
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通常の場合，事前確認においては，一定の幅をもって目標となる独立企業間価格を算定す
ることにしている。すなわち，事前確認においては，独立企業間価格幅が必要であること
は言うまでもないのである。したがって，独立企業間価格幅の議論の実益は，税務当局に
よる執行の形態である移転価格調査について行う場合に存することになる。
　本稿においては，まず第2節において，本件判決の概要と独立企業間価格幅に関する議
論の焦点を明らかにする。第3節においては，独立企業間価格幅の考え出された1990年前
半のアメリカの財務省規則策定をめぐる議論を概説する。これにより，どのようにして独
立企業間価格幅が考え出されたかを明らかにする。第4節においては，OECD移転価格ガイ
ドラインの策定に当たり，アメリカが独立企業間価格幅を持ち込もうとした動きに対して，
各国間で議論した結果，OECD移転価格ガイドラインに独立企業間価格幅の概念が導入され
た経緯と幅をめぐるOECD移転価格ガイドラインとアメリカ財務省最終規則との差異につ
いて述べることにする。第5節においては，日本における独立企業間価格幅をめぐる制度
および議論を整理し，日本の幅の概念に関する考え方がどの位置に属するかを明らかにす
る。第6節においては，独立企業間価格幅と混同されやすい「安全帯」（safe　harbor）に
ついて論じる。第7節においては，それまでの独立企業間価格幅をめぐる議論を踏まえた
ところで，本件判決をどのように評価すべきかを論じることとし，あるべき独立企業間価
格幅を論じることとする。
2．松山地裁判決の概要
（1）事実の概要
　原告Xは，造船業を営む株式会社であり，A，　B，　C，　D，　Eをはじめとする多数の国外
関連者を有していた。そして，Xは，　A，　B，　C，　D，　Eとの間で船舶建造請負契約を締結
し，それぞれ船舶を建造しこれらの国外関連者に引き渡した。これに対して被告税務署
長Yは，これら国外関連取引について移転価格税制を適用し，各国外関連取引の対価の
うち独立企業間価格に満たない金額を計算し，法人税更正処分および過少申告加算税の
賦課決定処分を行った。その際，Yは，　Xが非関連者との間で行った取引のうち，これら
国外関連者との契約と同様の船舶建造取引をそれぞれ一っ選定して比較対象取引として
独立価格比準法を適用した。これに対して，Xが当該処分は無効であるとして処分の取
消を求めたのが本件である。
（2）独立企業間価格の「幅」に関する原告の主張
　造船業の場合，非関連者間取引の船価を見ていくと，プラスマイナス20％以上の開き
が生ずることは当然に想定されるところである。しかるに，Yにより算定された独立企
業間価格と本件各取引における船価とを比べると，すべてが20％以内の違いの範囲に収
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まっているから，本件各取引における船価それ自体をもって独立企業間価格と認めるべ
きである。
（3）裁判所の判断　　　　　　　　　　　’
　OECD移転価格ガイドラインや移転価格税制に関する文献によると，比較対象取引が複
数存在する場合等には，通常，最も類似した取引を絞り込むものの，差異を明確に数量
化して完全に調整することが困難であるため，比較対象取引を一つに絞り込めないとき
は，独立企業間価格の「幅」なる概念が生ずる，としている。
　しかし，移転価格税制は，関連者間取引の対価と独立企業間価格に差異があって，そ
の差異があることで法人の所得が減少している場合に，当該取引が独立企業間価格で行
われたものとみなして，所得計算を行うものであるから，独立企業間価格は，租税特別
措置法66条の4が定める算定方法に基づいて一義的に定められるべきものである。上記
OECD等の見解も，比較対象取引が複数存在し，そのいずれか一つに絞り込むことが相当
でない場合に限って，「幅」なる概念を認める可能性を示唆ないし支持しているものであ
る。しかし，Xの主張はこれと異なり，比較対象取引を一つに絞り込むことができた場
合でも，なお，「幅」の概念を持ち出して，本件各取引とY算出した独立企業間価格との
価格差は20％以内に収まっているから，本件課税処分は違法というのである。このよう
な見解が上記見解と異なるものであることは明らかで，いわばX独自の見解といわざる
を得ないものであり，採ることはできない。
（4）判旨の要約
　本件においては，原告が独立企業間価格の上下20％の幅の範囲内にある関連者間取引
は，独立企業間価格とみなされるべきであると主張したのに対して，裁判所は，独立企
業間価格に幅の概念が入ってくるのは，比較対象取引が複数ある場合のみであるとした。
このように，裁判所は，比較対象取引を一つに絞ることのできた本件においては，独立
企業間価格には幅の入り込む余地はない，としたのである。
　さて，独立企業間価格幅について，どのように考えるべきであろうか。まずは，幅の
概念がどのように登場してきたかを見ることにする。
3．アメリカにおける「幅」の概念の進展
（1）幅の概念の登場
　独立企業間価格に係る幅の概念が注目されたのは，1992年のアメリカ財務省規則案にお
ける比準利益容認幅（ComparableProfit　Interva1：CPI）においてであった。「CPIとは，
おおまかに言えば，類似業種にある独立当事者の資産収益率や売上利益率等によって得ら
れた複数の利益水準指標（profit　level　indicators：PLI）から算定されたみなし営業所
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得が収束する合理的な幅，っまり，独立主体であれば獲得できたであろうと推定できる営
業利益の幅である。」［岡村（1997），312ページ］。そして，CPIは複数の公表財務データを
用いて独立企業間価格を算定しようとするものであった。しかし，1992年の規則案には，
独立企業間価格幅という規定はなかった。これは，新しい算定方法としてのCPI自身が幅
の概念を持っており，かつ，この方法を優先適用する，という考えからすると，財務省規
則案に幅の概念を規定する必要性がなかったからであると言える。
　はじめて財務省規則に独立企業間価格幅という言葉が規定されたのは，1993年の暫定規
則である。これは，前年の規則案において提案されたCPIに対して，それが自国課税権の
適正な確保の域を超えて，多国籍企業への一種のみなし課税として機能しかねないという
OECDをはじめとする諸外国からの大きな批判を招いた（5）ことから，アメリカがCPIを取り
下げ，代わりに利益比準法（Comparable　Profits　Method：CPM）を定めたことによる。暫
定規則においては，CPMにのみ幅の概念を認識したのである。独立企業間価格幅は，複数
の比較対象取引を用いて一つの移転価格算定方法を適用する場合に算定される，とされた。
しかし，CPM以外の算定方法に関しては，その幅の広さに関する定めを置いていなかった。
　なお，暫定規則において，はじめてインタークォータイル・レンジ（比較可能な独立企
業の利益水準指標の数値を小さいものから順にならべ，その第1四分位（25パーセンタイ
ル）を幅の下限，その第3四分位（75パーセンタイル）を幅の上限とする統計的手法によ
り求められる幅）の概念が導入された（6）。
（2）最終規則における幅の概念
　右のような議論を経て，1994年の財務省最終規則において，以下のように幅の概念が規
定されることとなった。すなわち，「あるケースにおいては，一つの価格算定方法の適用が，
独立企業間実績値の最も信頼できる尺度となる単一の結果を生み出す場合があろう。他の
ケースでは，一つの方法の適用で信頼できる結果の幅を導くことのできる多数の結果を生
み出す場合があろう。納税者はその実績値がそのような幅の中に収まる場合には調整され
ない。」ωという規定が導入されたのである。
　このように，最終規則においては，独立企業間価格が単一の数値であることもあり，ま
た，幅となる場合もあるとしている。そして，CPMだけでなく，すべての算定方法につい
て比較対象のすべてから構成される幅（Full　Range）とインタークォータイル・レンジと
いう二っの概念を明示的に認めている。データが完全なため差異の及ぼす価格または利益
に対する影響額が定量化でき，その差異を適切に調整できる場合には，全比較対象からな
る幅を設定することができる（8）。しかし，そうでない場合には，インタークォータイル・
レンジを設定することになる。この場合，他の統計的手法（9）がより信頼のおける尺度を提
供する場合にはそれを採用することができる（10）。
　また，財務省最終規則が，独立企業間価格幅の中に納税者の実績値が入った場合には，
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課税しない，と明言したことは特徴的である。
（3）CPMの導入と幅の概念
　さて，複数の比較対象取引が完全に比較可能性を有するということは，それまでの移転
価格税制をめぐる議論からはあり得ないことである。すなわち，実際には比較対象取引を
見いだすことが非常に困難であり，その結果として基本三法（独立価格比準法，再販売価
格基準法および原価基準法）の採用が難しかった。そして，このことが1980年代後半以降
のアメリカ財務省規則の改訂作業を引き起こしたからである。現実には，比較可能性の縛
りを緩和しないと比較対象取引を見いだすことはできない。CPM成立には，このような背
景があることを見落としてはならない。
　上述したように，幅の概念の導入は，1980年代後半以降のアメリカの財務省規則の進展
の中で登場したものである。そして，注目すべきはCPMの導入と幅の概念とが密接に結び
付いていることである。CPMは，基本三法とは異なり，営業利益に注目する。その結果，
個別の取引条件や取引対象に拘泥せずに，収益率という抽象的な指標を見いだせば足り，
比較可能性の要件が緩くてすむ（11）。その反面，信頼性が落ちる。営業利益は，価格や粗利
益に対して影響を及ぼさない要因によって変動することがあるからである（12）。CPMは，比
較可能性の精度の低い非関連者間取引を多数認知して，これを比較対象取引としている点
で「みなし課税」という批判が多かったものである。要は，比較対象取引の精度の低さを
統計的手法を用い，一定の幅を用いることにより緩和する，という働きを有するのである
（13）。
　このように幅の概念が誕生した経緯を考えると，独立企業間価格に幅があるのではなく，
独立企業間価格を算定するためにアメリカの財務省最終規則上，特掲されているCPMを用
いると，複数の比較対象取引が選定されることとなり，その結果として幅が生じる，と解
釈すべきことになる。ここに，独立企業間価格幅が誕生したのである。
4．アメリカによるOECDに対する幅の概念の「輸出」
（1）OECD移転価格ガイドラインの幅の概念の導入
　アメリカは，OECD移転価格ガイドラインの策定に当たり，CPMの導入とそれに伴う幅の
概念の採用を働きかけた。そして，OECD移転価格ガイドラインにも，独立企業間価格幅と
いう概念を導入させることに成功したのである。
　これについて，当時のOECD事務局のフランシス・ホーナーは，「独立企業間価格幅を採
用したことは，OECD移転価格ガイドラインにおける最も重要な追加事項である。」とし，
1979年に公表した『移転価格と多国籍企業』では，「合理的な独立企業間価格の概算値を
算定するためには，複数の算定方法を用いることが有効であるとしながらも，独立企業間
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価格は一つであると考えられていた。」としている（14）。
　また，OECD移転価格ガイドラインに幅の概念が導入されたことに関して，「この（幅の）
概念は，現実の世界においては，二つの非関連者が同じものについて同じ価格を付けるこ
とはまれであることを示している。したがって，一つの正確な比較可能な非関連者間取引
があるのはまれであろう。そうはいっても，このような場合には，独立企業間価格は一っ
の価格となる。しかし，ほとんどの場合においては，最も適切な移転価格算定方法は，複
数の非関連者間取引に適用されるとき，その結果は価格または利益率の幅になる。幅内の
すべての結果は，独立企業間価格とみなされる。」と評価する見解がある。この見解は，多
くの場合には，複数の比較対象取引が見いだされることになり，その結果として独立企業
間価格が幅となるということを示している㈹。
　OECD移転価格ガイドラインにおいては，幅の概念につき，「移転価格の算定は厳密な科
学ではないことから，最も適切な方法を使った場合においても，そのすべての信頼性が相
対的に同等といういくつかの数値からなる幅が生み出される場合が多くある。…　取引単
位営業利益法を用いる場合には，幅を使用することは特に適当と言えるかもしれない。⑯」
とし，比較対象取引が複数生じる場合があり，その場合には幅が生じることになるとして
いる。
　また，取引単位営業利益法適用のための指針において，「取引単位営業利益法の使用に際
しては，実績値の幅を考慮することも重要である。この意味において幅の使用は，関連者
と比較可能な非関連取引に従事する独立企業との事業の特徴の差異による影響を少なくす
ることができよう。なぜならば，当該幅は多様な商業上および財務上の状況の下で生じる
であろう実績値を容認することとなるからである。（17）」と指摘し，取引単位営業利益法の
使用と幅の検討は密接に結び付くとしている。
　このように，アメリカによる幅の概念の「輸出」により，OECD移転価格ガイドラインに
も，幅の概念が規定されたのである。そして，幅の使用は，取引単位営業利益法を適用す
る場合に顕著に生ずる，としているのである。
（2）CPM導入の失敗と取引単位営業利益法の採用
　このように，OECD移転価格ガイドラインにおいてはt、独立企業間価格を算定する場合に
は，現実に幅が生ずる場合が多いとしている。これをどのように解釈すべきであろうか。
　まず，OECD移転価格ガイドラインにおいては，議論の末，最後の手段として，　CPMでは
なく取引単位営業利益法が導入された（18），ということに注目すべきである。取引単位営業
利益法はCPMと同様，営業利益に着目する，という共通点を有する。このことから，取引
単位営業利益法においても，CPM同様個別の取引状況に縛られないことから，比較可能性
のある比較対象取引の数は，基本三法よりも多くなる。その結果，算定から導き出される
結果の数は複数となり，幅が生じる。OECD移転価格ガイドラインにおける取引単位営業利
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益法がアメリカ財務省最終規則におけるCPMと異なる点の第一は，取引単位営業利益法が
最後の手段であることである。アメ1リカにおけるCPMは，最終規則に特掲された6っの方
法の一つであり，ベスト・メソッド・ルールを用いることから，ある意味では基本三法と
同様の位置付けにある。これに対して，OECD移転価格ガイドラインにおいては，取引単位
営業利益法は，基本三法が使用できない場合に最後の手段として用いることができる，と
いう規定になっている。この他の差異と’しては，取引単位営業利益法は，その名のとおり
取引単位で比較しなければならない。CPMが企業単位での比較が可能であることを考える
とかなりの差異があると見ることができる。さらに，取引単位営業利益法においては，精
緻な比較可能性分析を行うことが求められている（19）。CPMは，上述したよう・に，比較可能
性の縛りはさほど強くない。以上のように，CPMと取引単位営業利益法には，一定の距離
があるのである。
　取引単位営業利益法の導入により，OECD移転価格ガイドラインは，アメリカ財務省最終
規則に近づいたということが言える。しかし，上述のように取引単位営業利益法がCPMと
は異なることから，幅にっいての考え方もアメリカとは異なるものとなった，と解される。
　このように，OECD移転価格ガイドラインにおいては，独立企業間価格は基本的に幅で示
されるべきものである，と解釈することはできない。OECD移転価格ガイドライン上幅を認
めるには，あくまでも比較可能性の高い比較対象取引の数が複数存在する必要があるので
ある。　　　　　　　’
5．わが国移転価格税制における「幅」の概念
（1）わが国移転価格税制における幅の概念
　わが国の移転価格税制の立法担当者の解説によると，「一般的な概念としては，独立企業
間価格とは，問題となった関連企業間の取引が，同様の状況の下で非関連者間において行
われた場合に成立すると認められる価格をさすものといえるでしょう。」（2°）としておりノ
この文言からは，独立企業間価格は一つの値であると理解することができ，幅の概念はな
いと考えられる。そして，わが国の移転価格税制の解釈を示すために2000年に国税庁から
発遣された法令解釈通達においても，幅の概念については何も書かれておらず，どちらか
と言えば，否定的であると解すべきである（21）。これは，1986年の移転価格税制が1979年
のOECD報告書等を参考にして制定した結果であって，当然のことと言える。
　しかし，その後，わが国においても，幅の概念が通達に盛り込まれることとなった。2001
年に国税庁から発遣された移転価格に関する事務運営指針は，その2－2において，「（税務
当局は，）国外関連取引を検討する際に，個々の取引実態に即した多面的な検討を行うこと
とし，例えば，次のような検討方法により効果的な調査展開を図る。」とした上で，その（1）
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において，「法人の国外関連取引に係る事業と同種で，規模，取引段階その他の内容が概ね
類似する複数の非関連取引（比較対象取引の候補と考えられる取引）に係る利益率等の範
囲内に，国外関連取引に係る利益率等があるかどうかを検討する。」と規定している。
　この事務運営指針に関して，羽床［（2002），163ページ］は，「複数の非関連取引に係る
利益率等の範囲内に，国外関連取引にかかる利益率等があるかどうかを検討する，．と規定
されているが，独立企業間価格の算定を行うまでの効果的な調査展開を図るための検討方
法の例示として規定されている。したがって，OECD移転価格ガイドラインやアメリカ財務
省規則と同様に国外関連取引に係る利益率等が複数の非関連者間取引に係る利益率等の範
囲内にあれば移転価格に基づいた調整は行わないことを積極的に意味していると考えるこ
とは困難であるが，移転価格調査展開の過程においてそれが検討されることは「幅」につ
いて一定の意義を持たせたものとして評価できる。わが国の課税当局が，国外関連取引に
係る利益率等が複数の非関連者間取引に係る利益率等の範囲内にあるかどうかを検討する
ことを明確にしたのであるから，法人としては，自らの利益率等が複数の非関連者間取引
に係る利益率等の範囲内にあることを主張して，自らの移転価格が独立企業間価格である
ことを課税当局と正当に議論することが認められたといえる。」と述べている。
　このように，日本においては，独立企業間価格幅の取扱いには否定的であり，アメリカ
とも，またOECD移転価格ガイドラインとも取扱いは異なっている。
（2）2004年税制改正による取引単位営業利益法の導入
　2004年の税制改正において，わが国にも取引単位営業利益法（22）が導入された（23）。この
取引単位営業利益法の導入については，立法担当者による詳細な解説がある⑳が，大要以
下のとおりとなる。
　すなわち，国際的コンセンサスを得ているOECD移転価格ガイドラインで採用されている
算定方法を導入すれば納税に関する予見可能性が一層高まること，また，2004年3月に発
効した日米新租税条約の交換公文において，OECD移転価格ガイドラインの遵守が規定され
ていることにより，取引単位営業利益法が導入されることになったのである。
　取引単位営業利益法の導入により，わが国の移転価格税制は，基本的にOECD移転価格ガ
イドラインと同様の移転価格算定方法をもったと理解することができる。すなわち，基本
三法の適用を基本とし，これが適用できない場合に，利益分割法または取引単位営業利益
法を適用する，というものである。わが国には，基本三法の適用ができない場合に，これ
らに準ずる方法を用いることができる，という規定になっており，この点だけがOECD移転
価格ガイドラインと異なる。
（3）わが国における「幅」の概念をめぐる議論
金子名誉教授は，「もともと，独立企業間価格という概念は幅をもった概念であり，いか
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なる資産や役務についても唯一の独立企業間価格というものは存在しない。一物一価の原
則は，理論としては成り立つが，現実の経済取引においては，それは神話に過ぎない。同
一の製造業者の造った同一種類の製品であっても，価格は異なるのが普通である。したが
って，比準取引の選定の仕方によって，独立企業間価格は変わりうる。このような事情を
考慮に入れると，最も適切と認められる方法によって独立企業間価格が算出された場合に，
その上下一定範囲（たとえば上下20パーセント）の安全帯を設け，その範囲内の価格は独
立企業間価格として許容するという取扱いが合理的であると考える。それによって，移転
価格税制が私的自治ないし契約の自由に介入する程度はかなり減少するであろう。また，
その結果として，移転価格税制の適用されるケースは実質的に減少し，国際取引の課税面
における法的安定性と予測可能性は相当に高められることになると考える。」としている
（25）。
　ところで，金子名誉教授は，いかなる理由をもって「もともと，独立企業間価格という
概念は幅をもった概念であり，いかなる資産や役務についても唯一の独立企業間価格とい
うものは存在しない。」とされるのだろうか。「理論的には，一物一価は現実にはあり得な
い。」であろうが，現実に比較対象取引を見いだし，これにある一つの移転価格算定方法を
適用する場合には，CPMの場合はともかく，独立価格比準法等の基本三法では，複数の比
較対象取引を見いだすことが困難なことは上述のとおりであり，困難ということは比較対
象取引が複数見いだせる場合は非常に少なく，そうなると幅は生じないのである。
　なお，金子名誉教授が主張している「上下一定範囲の安全帯を設け」るという議論は，
文字通り安全帯の採否のことであり，幅の概念とは異なるものである。
　これらとは対極的な主張として，別所［（1997），471ページ］は，「わが国においては，
従来，独立企業間価格幅の概念は用いられていない。わが国の法令上，独立企業間価格は
一つに定まることを前提としているものと解される。」としている。
　これらの中間的な考え方として，羽床正秀他［（2004），407ページ］によれば，’「比較対
象取引が複数存在しそのすべてが同程度の比較可能性を持っていることから相互に明確な
優劣をつけがたい場合には，一つの比較対象取引のみに信頼性をおくことは現実的ではな
いかもしれません。…　二つ以上の比較対象取引が同程度の比較可能性があり，差異の調
整が十分に行われている場合には，必ずしも幅について否定的に考える必要はないと思わ
れます。」という指摘がある。　　　　　　　　f
　筆者の考え方は，どちらかと言えば最後のものに近く，独立企業間価格幅についてある
程度柔軟に対処すべきというものである。すなわち，移転価格税制の根幹である独立企業
原則を考えると，まず基本三法の適用の可否を考えるべきということになる。その際，比
較対象取引を選定する必要があるが，理論的には，比較対象取引が複数の場合もあり得る。
そのような場合においては，当該複数の比較対象取引から生じる幅をもって独立企業間価
一移転価格税制における独立企業間価格幅一 199
格幅とすることが適切である場合がある，と考えられる。しかし，比較対象取引が一っの
場合もある。その場合には，幅を作ることはできない。つぎに，基本三法の適用ができな
い状況下において，取引単位営業利益法を適用する場合においても，比較対象取引が複数
存在する場合が考えられる。このような場合にも，複数の比較対象取引から生じる幅をも
って独立企業間価格幅とすることとなる。取引単位営業利益法の場合にも，一方，比較対
象取引が一っであることは十分考えられ，そうなれば基本三法同様幅の概念は生じない。
このように，比較可能性を十分に考慮し検討することが重要であって，比較対象取引が一
つであるか，複数あるかは，文字通りケースバイケースであると考える。
　つぎに，幅を作る際にはフルレンジとするか，インタークォータイル・レンジとするかは，
比較対象取引の信頼性に依存する。アメリカにおいて採用されているような，幅を作るた
めに比較可能性を緩く解するという方法には賛成できない。信頼度の低い比較対象取引を
多数ピックアップして，それを統計的に処理したからといって相当な結果となるとはいえ
ないと考えるからである。取引単位営業利益法のように，ある程度の比較可能性を確保す
ることが重要ではないか。要は，信頼性のおける比較可能性の高い比較対象取引がどの程
度存在するか，ということが問題なのである。
6．安全帯（セーフハーバー）について
　金子名誉教授が述べているように，独立企業間価格に安全帯を認めるべきだという考え
方は，めずらしいものではない。アメリカの1968年の旧財務省規則においては，「幅」と
いう考え方はなかったが，「安全帯」（safe　harbor）に関する規定が置かれていたし，最終
規則においても，安全帯に係る利率についての規定がある（26）。
　安全帯とは，税務当局があらかじめ独立企業間価格に関する一定の幅を決めておき，関
連者間取引の数値がその範囲内に入れば独立企業間価格とみなして移転価格課税を行わな
いようにする，というものである。一方，幅は独立企業間価格そのものを算定する際に複
数の比較対象取引から導き出される数値が算出される場合があるためにできるものである。
このように，安全帯とは独立企業間価格を指すものではなく，税務当局の取り扱いを示す
ものである。
　日本の学説の中にも，移転価格税制の解決に向けた長期的手段の一つとして，安全帯の
使用を求めているものもある（27）。
　上述したように，アメリカの1968年旧財務省規則においては，関連者間の融資について，
貸主が問題となっている融資と同種の融資を事業として継続的に営んでいない場合には，
その利率が規則の定める一定の幅にあればそれを認め，それをはずれるものについては規
則の定める利率を，独立企業間の利率とすると定めている㈱。また，有形資産の使用につ
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いて，両当事者が資産の賃貸を事業としておらず，貸主が当該資産を所有する場合には，
貸主における当該資産の減価償却費，維持費，および貸付のための経費と減価償却費の3％
（利益の部分にあたる）の合計額が独立企業間価格とされる（29）。
　OECD移転価格ガイドラインにおいても，第4章に一節を設けて，セーフハーバーにっい
て色々な角度から議論している。しかしながら，OECD移転価格ガイドラインは，「結果的
に，セーフハーバーの活用は推奨できない。」（30）としている。
　松山地裁の事案において，原告が「独立企業間価格に上下20％の幅を認めるべきである」
と主張したことにっいては，独立企業間価格幅というよりは安全帯の議論を行ったことに
なるのである。現在の日本の取扱いでは，アメリカとは異なり，移転価格税制に関して安
全帯を使用することを定めていない。そこで，原告の主張は認められないことになるので
ある。
　上述のとおり安全帯が税務当局の取扱いであることから，これを各国の判断で設けたり
設けなかったりすると，各国毎に取扱いが異なることになる。そうなると，一方の国で安
全帯によりある所得が独立企業間価格と認められた反射的効果により，他方の国における
所得が減少してしまう場合がある。そうなると，当該他方の国では当該取引にっいて独立
企業原則の見地から検討する必要が生じる。このように，一方の国における執行の簡便性
により，他方の国においては自国の課税権を確保するため執行を強要されるという結果を
招来する。このように，安全帯を適用しない国にとっては，執行上の不安定性を招くこと
から，各国の共通の取扱いが求められることになる。したがって，筆i者は，OECD移転価格
ガイドラインにこれを認める規定がない限り，安全帯を活用すべきではないと考える。
7．まとめ
　以上のように，独立企業間価格に係る幅については，アメリカ，OECD，そしてわが国の
考え方にはそれなりに差異があると考えられる。これを整理しておこう。まず，アメリカ
はCPMを導入することによって，営業利益に基づく検討を前面に押し出し，取引条件にか
かわらない比較対象取引を選定できることとした。すなわち，幅に関しては極めて柔軟に
対処しようとしている。そして，OECD移転価格ガイドラインの策定に際して，この考え方
を「輸出」しようと試みた。結果として，OECDはアメリカの考え方の一部を導入し，取引
単位営業利益法を導入した。これにより，営業利益に基づく幅の検討を行うことができる
ようになったものの，①この方法は最後の手段であること，②取引単位で検討しなければ
ならないこと，③精緻な比較可能性を求めること，という縛りがかかることとなった。こ
のように，OECDは幅の概念を導入したものの，アメリカほど適用範囲が広いわけではない。
一方，わが国は今のところ幅の概念についてはJ極めて限定的に解釈している。
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　ところで，先の松山地裁判決は，Xが行った非関連者間取引を比較対象取引として選定
し，これを用いて独立価格比準法を適用したものである。そして，問題取引に関する比較
対象取引には各々一っの取引を選定した原処分を妥当としたのである。上述したように，
本件判決においては基本三法においても複数の比較対象取引を選定する場合には，幅が生
じることを認めたうえで判決を下している。その意味では，わが国の制度を踏まえっっ，
OECD移転価格ガイドラインとも整合性のとれた極めて妥当な判決であるといえよう。
　原告が主張した独立企業間価格に上下20％の幅を認めるべきである，ということについ
ては，これは上述したように安全帯の議論であり，独立企業間価格の幅の議論とは内容が
異なるものと解すべきである。
　なお，わが国の執行がOECD移転価格ガイドラインと整合的ではない，という見解がある
（31）が，現在のところ，この主張は正しいというべきである。上述したように，日本の取扱
いは，幅の適用について極めて限定的であることから，OECD移転価格ガイドラインとは一
線を画すものである。
　しかし，取引単位営業利益法を導入したことから，わが国の制度はOECD移転価格ガイド
ラインと極めて類似したものとなった。取引単位営業利益法を導入した経緯から考えても，
また，納税者の予測可能性を確保する点からも，幅の概念についてもOECD移転価格ガイド
ラインと整合的な取扱いとすることが望ましい。近い将来，取引単位営業利益法に関する
事務運営指針が公表されると予想されるが，その取扱いが注目されるところである。
注
（1）独立企業間価格に係る「幅」は，英語ではArm’s　Length　Rangeという。これについて本稿では，文
　脈により　「幅」または「独立企業間価格幅」という用語を用いている。
（2）1995年にOECD移転価格ガイドラインが策定されたのを機に，多くの国でも独立企業間価格幅の概念
　が導入された。最近では，ドイツ連邦財務省は，2005年4月12日に「算定義務，協力義務，相互協
　議およびEU仲裁手続に関するクロスボーダー取引関係にある関連者間における所得配分にっいての
　調査に関する原則（行政原則手続）」（Grundsatze　fUr　die　PrUfung　der　Einkunftsabgrenzung　zwischen
　nahestehenden　　Personen　　mit　　grenzUberschreitenden　　Geschaftsbezirhungen　　in　　Bezug　　auf
　Ermittlungs－　und　Mitwirkungspflichten，　Berichtigungen　sowie　auf　Verstandigungs－　und
　EU－Schiedsverfahren（Verwaltungsgrundsatze－Verfahren）を公表したが，その中に限定的ではあるが
　幅の概念が初めて導入された。
（3）平成11年（行ウ）第7号法人税更正処分等取消請求事件
（4）本件の争点としては，「幅」の概念の他に，①経済合理性のある取引にも移転価格税制は適用される
　か，②独立価格比準法は理論上他の方法よりも優れているか，などがあった。
（5）アメリカの規則案の公表を受けて，OECDは，1992年に，“Tax　Aspects　of　Transfer　Pricing　within
　Multinational　Enterprises：The　United　States　Proposed　Regulations　（A　Report　by　the　Committee
　on　Fiscal　Affairs　on　the　Proposed　Regulations　under　Section　4821RC）”，1992という文書を公
　表し，アメリカの動きを牽制した。
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（6）　Carlson，　George　N，　et　al．，　（1994）　The　U．　S．　Final　Transfer　Pricing　Regulations：The　More　Things
　　Change，　The　More　They　Stay　The　Same”，　Tax　Notes　Internationa1，　August　1，　1994，　pp．339
（7）アメリカ財務省最終規則§1．482－1（e）（1）
（8）現実には，Full　Rangeが用いられた事案は極めて限られている。　IRSは，毎年事前確認に係る報告
　　書を公表しているが，2004年の結果を示したIRS：Announcement　2005－27，　March　31，2005におい
　　ては107件中8件件だけがFull　Rangeを使用したとしている。
（9）Horstは，別の統計的方法として，信頼区間（Confidence　Interval）を推奨している。　Horst，　Thomas，
　　‘‘The　Comparable　Profits　Method”，　Tax　Notes，　May　31，　1993，　P1264
（10）　supra　7，　§1．482－1（e）（2）（iii）（B）
（11）中里実（1994）『国際取引と課税一課税権の配分と国際的租税回避一』有斐閣，447ページ
（12）増井良啓（2002）『結合企業課税の理論』東京大学出版会，182ページ
（13）同旨，矢内一好（1999）『移転価格税制の理論』中央経済社，38ページ
（14）　Horner，　Frances　M．，（1996），　‘‘International　Cooperation　and　Understanding：　What’s　New　About
　　The　OECD’s　Transfer　Pricing　Guidelines”，　University　of　Miami　Law　Review，　April，　1996，　p．583
（15）　Li，　Jinyan，　（2001），　‘‘Effectiveness　of　the　Arm’s　Length　Principle　in　the　Age　of　E－Commerce”，
　　Tax　Notes，　December　10，　2001，　p．1474
（16）OECD移転価格ガイドラインpara．1．45
（17）　Id．　para．3、45
（18）取引単位営業利益法の導入をはじめとして，OECD移転価格ガイドラインの改訂については，小手川
　　大助（1997）「国際課税をめぐる政策協調一移転価格ガイドライン策定に見るOECDの役割」金子宏編
　　『国際課税の理論と実務』有斐閣，3ページ以下が詳しい。
（19）取引単位営業利益法とCPMの差異については，前掲注18，13ページ以下に記されている。
（20）国税庁（1986）『昭和61年改正税法のすべて』199ページ
（21）羽床正秀（2002）『国際課税問題と政府間協議』大蔵財務協会，163ページ
（22）租税特別措置法施行令39条の12第8項第二号および第三号
（23）中村豊治（2004）f取引単位営業利益法の導入一その意義と実務等一」『国際税務』Vo　ll　24，　N。．5，
　　18ページ以下
（24）取引単位営業利益法の導入を含む平成16年度の税制改正については，中澤弘治（2004）「日米租税条
　　約の改正に伴う租税条約実施特例法及び租税特別措置法の改正」『国際税務』Vo1．24，　No．　6，53ペー
　　ジ以下に詳細な解説が掲載されている。
（25）金子宏（1996）「移転価格税制の法理論的検討一わが国の制度を素材として」『所得課税の法と政策一
　　所得課税の基礎理論　下巻』有斐閣，387ページ
（26）　supra　7，　1．482－2（a）（2（iii））
（27）増井良啓（2005）「移転価格税制の長期的展望」水野忠恒編『国際課税の理論と課題（二訂版）』税
　　務経理協会87～88ページは，「（望むべき）第二の方向は，安全帯への収束である。一定の幅の中に
　　価格や利益がとどまっていれば，独立企業原則を満たすものとみて，移転価格税制を発動しない。こ
　　のようなルールが具体化できれば，納税者の予測可能性は高まり，税務当局の執行コストは減少する。
　　（中略）将来的には，各国が安全帯をより活用することを望みたい。」と指摘している。
（28）アメリカ旧財務省規則§1．・482－2（a）（2）
（29）岡村忠生（1990）「移転価格税制」村井正編『国際租税法の研究』法研出版118ページ
（30）　supra　16，　para．4．123
（31）藤枝純（2004）「国際取引にかかわる租税判例，裁決例の分析　第17回　船舶建造請負取引と移転
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価格税制の適用」『国際商事法務』Vo1、32，　No．10，　p．1405には，「OECD移転価格ガイドラインが独
立企業間価格幅の採用に肯定的であり，他方，日本の移転価格税制は消極的であるという前提の下で，
日米間の国外関連取引における独立企業間価格の算定について，幅をどのように考えるべきかという
問題がある。なぜなら，新日米租税条約の交換公文3項は，OECD移転価格ガイドラインに従った移
転価格調査の実施を唄っているからである。」という指摘がある。
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